
【財務指標等の定義の詳細】 

 

○財務指標等の定義：12 の財務指標等を掲載。 

それぞれの指標の定義式と意味合いは以下のとおり； 

（指標計算の対象となる数値の出所については、【】内に必要に応じて略称で表示） 

※略称：【BS】貸借対照表、【PL】：損益計算書、【OC】：業務実施コスト計算書 

なお、一部名称や定義式の見直しを適宜行っており、過年度までの名称・定義式は括弧書き等

で表示しております。 

 

●人件費比率（※平成 29 年度版まで：人件費率） 

 定義式＝（【PL】人件費）／（【PL】業務費計）×100 

人件費が法人の業務費に占める割合を示す指標です。この数値が高いほど、労働集約的な費

用構造にあると解釈できます。 

 

●自己収入比率 

定義式＝（【OC】自己収入等＋【科学研究費補助金の明細】科研費等の直接経費＋間接経費） 

／（【PL】経常収益＋【科学研究費補助金の明細】科研費等の直接経費） 

×100 

法人の経常的な収益（科研費等を含む）のうち、自己収入等が占める割合を表しています。この

数値が大きいほど財務運営の自立性が高いと判断できますが、自己収入等には附属病院収益

が含まれるため、附属病院を有している大学の比率が高くなることに注意が必要です。 

※平成 28 年度版までは、定義式の分母を「【PL】経常収益＋【科学研究費補助金の明細】科研費等

の直接経費＋間接経費」としておりました。しかし、科研費等の間接経費は【PL】経常収益に含まれ

ているため、二重計上されておりました。平成 29 年度版以降では、すべて修正済みの定義式で計

算しています。そのため、平成 28 年度版までと若干異なる数値が示されています。 

 

●教育経費比率（※平成 29 年度版まで：教育経費率） 

定義式＝（【PL】教育経費）／（【PL】経常費用）×100 

教育活動で消費される経費が大学の経常的な経費に占める割合を示しています。この数値が

大きいほど、教育活動に使用される資源の割合が高いことを示しています。ただし、分子の【PL】

教育経費には人件費等が含まれておらず、あくまで物件費等の経費のみとなります。また、附属

病院を保有する大学の場合には、分母に診療経費が含まれるため、比率が低くなる点に注意が

必要です。 

 

●研究経費比率（※平成 29 年度版まで：研究経費率） 

 定義式＝（【PL】研究経費＋受託研究費＋共同研究費＋【科学研究費補助金の明細】科研費等の

直接経費）／（【PL】経常費用＋【科学研究費補助金の明細】科研費等の直接経費）×

100 



研究活動で消費される経費が大学の経常的な経費に占める割合を示しています。この数値が

大きいほど、研究活動に使用される資源の割合が高いことを示しています。ただし、分子の【PL】

研究経費には人件費等が含まれておらず、また研究経費として大学の基盤的研究以外に受託

研究及び科研費等による研究で消費される経費を含めています。また、附属病院を保有する大

学の場合には、分母に診療経費が含まれるため、比率が低くなる点に注意が必要です。 

 

●学生一人当たり教育経費 

 定義式＝（【PL】教育経費）／（【大学基本情報】学生数（聴講生・選科生・研究生等を除く）） 

学生一人当たりの教育経費であり、この数値が大きいほど学生一人当たりにかけられた教育経

費が高いことを示しています。ただし、分子の【PL】教育経費には人件費等が含まれておらず、あ

くまで物件費等の経費のみであり、分母の学生数は学部と大学院の学生数を単純に合算してお

り、両者にかけられた経費の差は反映していません。また、学部・学科や大学院研究科の構成・

規模によって、実験用材料や機器の使用程度、あるいは規模の経済による違いが作用すること

に注意が必要です。 

 

●教員一人当たり研究経費 

 定義式＝（【PL】研究経費＋受託研究費＋共同研究費＋【科学研究費補助金の明細】科研費等の

直接経費）／（【大学基本情報】教員数（本務者）） 

常勤教員一人当たりの研究活動を経費面で示す指標です。分子の【PL】研究経費には人件費

等が含まれておらず、外部資金による研究経費（科研費等に関する附属明細書に掲載されてい

る資金に限定）が含まれています。この数値が大きいほど、研究活動で使用される経費が大きい

（財務的に研究活動が盛ん）と解釈できます。ただし、学部・学科や大学院研究科の構成・規模

や附属病院の有無によって研究活動に必要とする資金量が異なります。とりわけ、附置研究所を

有する大学は高めに算定される可能性があることに注意が必要です。 

※分母にある「教員数（本務者）」については、平成 23 年度までは学長・副学長を含めない人数を使

用していましたが、平成 24 年度以降は学長・副学長を含めております。 

 

●附属病院業務費用回収率（※平成 29 年度版まで：附属病院業務費回収率） 

 定義式＝（【セグメント情報】附属病院収益）／（【セグメント情報】附属病院の業務費用計）×100 

附属病院の業務費用のうち、附属病院収益で賄われる比率を示す指標です。この数値が高い

ほど、附属病院経営の自立性が高いと解釈できます。 

 

●減価償却累計率（※平成 29 年度版まで：耐用年数経過度） 

 定義式＝（【BS】建物及び附属設備・構築物・その他の有形固定資産の減価償却累計額） 

／（【BS】建物及び附属設備・構築物・その他の有形固定資産の償却前取得簿価 

＜含む損益外償却分＞－減損損失累計額＜含む損益外損失分＞）×100 

 

※参考 平成29年度版までの定義式 

 定義式＝（【BS】建物及び附属設備・構築物・その他の有形固定資産の減価償却累計額） 



／（【BS】建物及び附属設備・構築物・その他の有形固定資産の償却前取得簿価 

＜含む損益外償却分＞）×100 

 

有形固定資産（土地、図書、美術品・所蔵品を除く）のうち減価償却がどの程度終わっているか、

つまり、残存価値の割合を示す指標です。一般には、この数値が小さいほど残存価値が高く、施

設が新しいと解釈できますが、国から出資・承継された資産については、出資等の時点で減価償

却累計額が計上されない取扱い（初年度では当期減価償却費＝減価償却累計額）のため、比

率が小さくなることに注意が必要です。なお、平成 30 年度からは、減損損失累計額を反映する

形に定義式を変更しております。 

 

●附属病院資産収益率 

 定義式＝（【セグメント情報】附属病院の業務収益計）／（【セグメント情報】附属病院の帰属資産） 

×100 

附属病院の帰属資産に対して、その何倍の収益を稼得しているかを示しています。この数値が

大きいほど、資産が効率的に収益に結びついていると解釈できます。ただし、帰属資産には土地

も含まれているため、土地価格の高い地域に立地している大学は数値が低くなる可能性がありま

すので、注意が必要です。 

 

●附属病院債務償還負担度 

 定義式＝（【決算報告書】附属病院分の長期借入金償還金） 

／（【セグメント情報】附属病院の業務収益のうち附属病院収益）×100 

国立大学法人は、附属病院の施設再整備や新規医療機器の購入にあたり、長期借入金で資

金を調達します。そして、その元利償還負担は、本来は施設や機器に投資した後に稼得した収

益によってまかなわれます。しかし、附属病院セグメントの損益が黒字になっているにもかかわら

ず、この償還負担が附属病院の経営に重くのしかかっていることがあります。この指標は、そうし

た償還負担の重さを確認するものです。 

※計算式の分子にある「長期借入金償還金」については、平成24年度まで大学全体の額を使用して

いましたが、平成 25 年度以降は、附属病院に関連する額のみを使用しております。 

 

●教員一人当たり学生数 

 定義式＝（【大学基本情報】学生数（聴講生・選科生・研究生等を除く）） 

／（【大学基本情報】教員数（本務者）） 

常勤教員一人当たりの学生数であり、この数値が低いほど、学生に対する教育業務が手厚く行

われていると解釈できます。ただし、研究所や病院等の附属施設に所属する教員が多くいる場合

にも数値が低くなることに注意が必要です。 

※計算式の分母にある「教員数（本務者）」については、平成 23 年度までは学長・副学長を含めない

人数を使用していましたが、平成 24 年度以降は学長・副学長を含めております。 

 



●大学院生割合 

 定義式＝（【大学基本情報】大学院生数（修士課程＋博士課程＋専門職学位課程） 

／（【大学基本情報】学部生数（学部・本科））×100 

大学院生対学部生の比率を示す指標です。この数値が高いほど、大学全体に占める大学院生

の割合が高いことになり、研究に重点をおいて活動が行われていると解釈できます。 

 

 

○特性別区分における平均について 

法人化後の国立大学の財務状況を分析するにあたり、以下の 8 区分に大学の特性を分類して

います。（ ）内に示した平均値は、この 8 区分別に各指標を単純平均したものです。 

 

① 旧帝国大学（旧帝大）：７校 

北海道大学、東北大学、東京大学、名古屋大学、京都大学、大阪大学、九州大学 

② 附属病院を有する総合大学（医総大）：31 校 

弘前大学、秋田大学、山形大学、筑波大学、群馬大学、千葉大学、新潟大学、富山大

学、金沢大学、福井大学、山梨大学、信州大学、岐阜大学、三重大学、神戸大学、鳥

取大学、島根大学、岡山大学、広島大学、山口大学、徳島大学、香川大学、愛媛大学、

高知大学、佐賀大学、長崎大学、熊本大学、大分大学、宮崎大学、鹿児島大学、琉球

大学 

③ 附属病院を有しない総合大学（医無総大）：10 校 

岩手大学、福島大学、茨城大学、宇都宮大学、埼玉大学、お茶の水女子大学、横浜国

立大学、静岡大学、奈良女子大学、和歌山大学 

④ 理工系大学（理工大）：13 校 

室蘭工業大学、帯広畜産大学、北見工業大学、筑波技術大学、東京農工大学、東京

工業大学、東京海洋大学、電気通信大学、長岡技術科学大学、名古屋工業大学、豊

橋技術科学大学、京都工芸繊維大学、九州工業大学 

⑤ 文科系大学（文科大）：5 校 

小樽商科大学、東京外国語大学、東京芸術大学、一橋大学、滋賀大学 

⑥ 医科系大学（医科大）：4 校 

旭川医科大学、東京医科歯科大学、浜松医科大学、滋賀医科大学 

⑦ 教育系大学（教育大）：12 校 

北海道教育大学、宮城教育大学、東京学芸大学、上越教育大学、愛知教育大学、京

都教育大学、大阪教育大学、兵庫教育大学、奈良教育大学、鳴門教育大学、福岡教

育大学、鹿屋体育大学 

⑧ 大学院大学（大学院大）：4 校 

政策研究大学院大学、北陸先端科学技術大学院大学、奈良先端科学技術大学院大

学、総合研究大学院大学 


